
洪水調節池の検討手順（フロー図） 

洪水調節池の設置に係る留意事項に基づく 

洪水調節池の検討手順（フロー図） 

１ 洪水調節池が必要か検討する。 用語等 

  
検討地点 

 事業区域の放流先の河川・水路等

の狭窄部及び河川等管理者の指定す

る地点 

 

Ｚ地点 

 検討範囲の最下流部の検討地点 

  

年確率降雨 

稀にしか起こらないような大雨。

年数は、平均的に何年に１回起きる

かを示している。 

 

ピーク流量 

洪水における最大流量(m3/秒) 

 

流出係数 

 降雨量に対して地表を流れる雨水

の割合 

 

降雨強度 

 瞬間的な雨の強さを 1 時間あたり

に換算した雨量 

 

角屋式 

 降雨強度と地況から洪水到達時間

を算出する式 

 

洪水到達時間 

 降った雨がある地点までに到達す

る時間 

 

君島式 

 洪水到達（降雨継続）時間と確率

年毎の定数から降雨強度を算出する

式 

 

合理式 

 降雨強度と流出係数からピーク流

量を算出する式 

 

径深 

 水路等断面積÷潤辺（水に接して

いる壁面・底面長） 

  

粗度係数 

 流水が水路壁面・底面と触れる際

の抵抗量を示した数値 

 

勾配 

 100m 流れると 1m 低下するとき、勾

配は 1÷100＝0.01 

 

マニング式 

 流速を算出する式 

 

流速式 

 水路等の流速と断面積から流量を

算出する式 

検討地点の選定 

検討範囲の確認 

検討地点の流下 
能力を調べる 

検討地点のピーク 
流量と流下能力を比較 

放流口から予想Ｚ地点までの間の狭窄部（数

は任意）を検討地点として選定する。 
（要河川等管理者への確認） 様式１ 

各検討地点の開発前・中・後の 30 年確率降雨

時のピーク流量を算出し、増加率を求める。 

●流域面積 
●平均流出係数 
●平均角屋式定数 

●降雨強度（角屋式・君島式） 

●ピーク流量（合理式） 

検
討
地
点
毎 

開
発
前
・
中
・
後 

ピーク流量の増加率が１％以上となる地点を検討範囲

とする。（それより下流は検討範囲外となる。） 
※河川等の合流により、転用区域の 100 倍以上の流域

を持つ地点までとしても差し支えない。 

検討範囲に入った地点の断面や勾配から、流

下可能な水量を計算する。 

●水路・河川の断面積・径深 
● 〃 粗度係数 
● 〃 勾配 

●流速（マニング式） 

●流下可能流量（流速式） 

検
討
地
点
毎 

先に算出した「開発中・後」の３０年確率降雨時ピー

ク流量が流下可能流量を上回る地点が一つでもあれ

ば、洪水調節が必要。 

ピーク流量≦流下能力 

ピーク流量＞流下能力 

洪水調節池 不要。 

洪水調節池 必要。 

様式１ 

様式１ 

様式２ 

様式３ 

※検討に必要な数式、諸元表、様式については「洪水調節池の

設置に係る留意事項」を参照すること 
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２ 洪水調節池からの許容放流量を算出する。 用語等 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

降雨強度曲線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直接放流域 

 洪水調節池を経由しないで、区域

外へ放流される転用区域 

１の 30 年確率のピーク流量算出と同じ計算 

５≦ｎ＜３０の場合はｎ年確率 

ｎ＜５の場合は５年確率 

確率年（ｎ年）算出 

ピーク流量算出 

許容放流量を算出 

検討地点の流下能力が、君島式の降雨強度の

確率年のうち何年に当たるかを調べる。 

●見合降雨強度（合理式） 

●洪水到達時間（角屋式） 

●表２の定数を使い、各確率年の

降雨強度算出（君島式） 

検
討
地
点
毎 

●１で算出した流下能力 

●流域面積 

●平均流出係数 

●見合降雨強度と比較 

●確率年（ｎ年）を決定 

愛知県河川課の確率降雨強度曲線グラフから

の推定でも可。 

●降雨強度（角屋式・君島式） 

●ピーク流量（合理式） 

検
討
地
点
毎 

開
発
前
・
中
・
後 

●流域面積・開発前平均流出係数 

（検討地点・調節池・直接放流域） 

●開発前ピーク流量（30 年・ｎ年） 

●現況流下可能量（５年） 

●ピーク流量を流量按分（30年・ｎ年） 

●現況流下可能量を流量按分（５年） 

ピーク流量（又は現況流下能力）のうち、洪

水調節池流域からの流量を按分で算出。 

洪水調節池からの流量には、直接放流域から

の流量も加える。 
検
討
地
点
毎 

開
発
前 

様式１ 

様式１ 

様式１ 

非転用の調節池流域 

直接放流域 
放流先河川 

転用区域 



洪水調節池の検討手順（フロー図） 

２ 洪水調節池からの許容放流量を算出する。 用語等 

  

直接放流域から 

のピーク流量を算出 

●降雨強度 

（30 年・ｎ年・５年） 
●直接放流域面積・平均流出係数 

●ピーク流量（合理式） 

開
発
中
・
後 

直接放流域がある場合は、開発中・後のピー

ク流量を算出する。 

洪水調節池からの 

許容放流量算出 

 

各確率年の許容放流量から、直接放流域のピ

ーク流量を差し引いて、許容放流量を算出す

る。 
 様式４ 

許容放流量最少地点 各確率年時の許容放流量が最少になる地点を

求める。 

様式４ 
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３ 必要な洪水調節容量を算出する。 用語等 

  

簡便法（一般式） 

 許容放流量から洪水調節容量を公

式で求める方法 

 

比流量 

 流量を流域面積で除した数値 

 

厳密法 

 洪水調節池の諸元を仮定し、シミ

ュレーションを繰り返し、洪水調節

容量を求める方法 

 

簡便法で 

調節容量を算出 

●最小の許容放流量 

（30 年・ｎ年・５年のうち） 
●洪水調節池の流域面積 

●開発中・後の平均流出係数 

●30 年確率の君島式定数 

●許容放流量の降雨強度 

開
発
中
・
後 

各確率年時のうち最小の許容放流量に対し、

最大の降雨強度を用いて、必要な洪水調節容

量を簡便法（一般式）で算出する。 

許容放流量の 

比流量算出 

 

最小の許容放流量の比流量を算出し、0.05ｍ3/

ｓ/ha 以上は、簡便法の誤差を見込んで、必

要洪水調節容量を１.１倍とする。 

様式４ 

●調節容量最大となる降雨継続時間 

●必要洪水調節容量 

●最小の許容放流量 

（30 年・ｎ年・５年のうち） 

●洪水調節池の流域面積 

●比流量（許容放流量／流域面積） 

●0.05ｍ3/ｓ/ha 以上 

●調節容量×１.１ 様式４ 

厳密法によるシミュレーションで算出す

る。 

必要な調節容量算出 

最小の許容放流量において、最大の降雨

強度に対応できる調節容量の安全値 

●1 段排水孔の場合（安全値） 

●多段排水孔の場合 
●複数の調節池を管で接続する場合 

●１段排水孔で少しでも調節容量を

縮減する場合 

厳密法で 

調節容量を算出 
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４ 洪水調節池を設計する。 用語等 

 

 
調節容量のチェック 

●最小の許容放流量 

（30 年・ｎ年・５年のうち） 
●流量係数・重力加速度 

●排水孔断面積・調節有効水深 

排水孔の断面を求める式により、最小の許容

放流量を超えず、かつ、調節容量を確保でき

る調節池を設計する。 

必要堆砂量の確保 
排水孔より下に土砂の堆積容量を確保する。 

●1 段排水孔の場合 

実際に設計した排水孔断面の放流量が、最小の

許容放流量を超えず、かつ、調節容量が確保さ

れているかチェックする。 

洪水調節池設計確定 

●調節池を設計 

洪水調節池の設計 

各
確
率
年 

●多段排水孔の場合 
●複数の調節池を管で接続する場合 
●１段排水孔で少しでも調節容量を

縮減する場合 

厳密法によるシミュレーションで排水孔断

面と調節容量が算出される。 

一般式により調節容量をチェックする。 

調節容量 

排水孔 

有効水深 
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５ 余水吐を設計する。 用語等 

  

余水吐 

堤体の保安のために設けられた洪

水時に使用する放流設備 

 

設計洪水流量算出 

●洪水調節池の流域面積 

●開発後の平均流出係数 

●200 年確率の降雨強度（表より） 

●ピーク流量（合理式） 

余水吐の設計上の洪水流量を、200 年確率降

雨強度で算出する。 

余水吐の設計 

●安全率をかける 

●余裕高を見込む 

余水吐設計確定 

●越流量の式により寸法を算出 

 


